
No

Ｂ
駅のホームドアの整備率

これまでの
取組と成果

区民主体のまちづくりを推進するため、コンサルタント派遣等による支援や、魅力あ
る街並み景観の形成に向け、事前協議や表彰を実施しました。また、まちづくりコン
サルタント派遣申請、区民景観セレクションの応募申請、屋外広告物の景観協議の申
請などを、電子申請により簡素化したことで、申請件数の増加につながりました。

課題と今後
の方向性

⑤
快適な都心居住の実
現

マンション管理組合への管理アドバイザー及び建替え・改修支援コンサルタント
の派遣件数

Ｂ
中堅所得者向け住宅を活用した高齢型住戸の平均応募倍率

⑥
誰にでもやさしいバ
リアフリーのまちづ
くり

駅のエレベーター・エスカレーターの整備率

① まちの将来像の実現
「東京のしゃれた街並みづくり推進条例」のまちづくり登録団体数

Ａ
まちの目標や方針を定める地区計画を決定する地区数

②
地域主体のまちづく
りの推進

まちづくり組織からの申請によりまちづくりコンサルタントを派遣する回数

Ａ
アドプト制度を実施するための協定を結んでいる活動団体数

③
事業者の環境への配
慮とまちづくりへの
貢献

開発事業によって良質な住宅と公園・広場などを整備する地区数

ＳＤＧｓと
の関係

３　成果指標【政策について満足している区民の割合】

指標の推移
計画目標値 達成度

※ ※評価区分
Ａ：達成（達成度が100％以上）
Ｂ：相当程度達成（達成度が70％以上100％未満）
Ｃ：未達成（達成度が70％未満）

現状値 実績

令和２年度 令和７年度 令和８年度

31.8% 48.0% 49.4% Ｂ

２　政策のめざす方向性

世代や居住年数、国籍などの異なる多様な人々が地域で支え合い、いきいきと暮らせるまちづく
りを進めます。地域自らの発意と合意に基づく地域主体のまちづくりを推進し、大規模開発事業
者には良好な居住環境などに対する地域貢献を促します。歴史的、文化的資源や職住近接のゆと
りある生活、集積する都市機能など区の地域特性を生かした土地利用を誘導するとともに、良好
な景観を形成します。区民向け住宅の供給などによる快適な都心居住や、誰もが安心して暮らせ
るバリアフリー社会を実現し、魅力的な都心生活の舞台をつくります。

令和８年度　港区政策評価シート

１　政策名・所管部門

政策No 1 政策名
多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつく
る

所管部 街づくり支援部 関係部 街づくり事業担当

※未達成の場合は原因
　分析を含む

・良好な街並み景観を形成するため、SNSや区ホームページで過去に受賞した景観
　を発信するなどにより、区民等の景観に対する意識啓発に努めます。
・開発事業に伴い整備する住宅と公園・広場などは、良好な環境形成に配慮したま
　ちづくりを引き続き誘導します。

４　施策の取組状況【施策評価結果】（詳細は別紙「施策評価シート」）

施策名 成果指標 施策評価

Ｂ
生活利便施設等の設置件数

④
地域特性を生かした
魅力のある街並み景
観の形成

「区民景観セレクション」への応募件数

Ａ
「港区景観条例」に基づく事前協議の件数
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８　港区行政評価委員会による評価【二次評価】

評価 Ｂ：政策目的を相当程度達成

政策の達成度

・成果指標「中堅所得者向け住宅を活用した高齢型住戸の平均応募倍率」
　は、希望に対し供給量がどの程度潤沢であるかを示す指標ですが、住戸の
　交通利便性などの影響を受ける指標であることに留意が必要です。
・成果指標「まちづくり組織からの申請によりまちづくりコンサルタントを
　派遣する回数」は未達成ですが、必ずしもコンサルタント需要のある状態
　が良いことではない点に留意が必要です。
・成果指標「「区民景観セレクション」への応募件数」は目標を達成してい
　るものの、景観をより良くする視点から件数の向上が必要な点に留意が必
　要です。
・成果指標「駅のエレベーター・エスカレーターの整備率」の達成度が
　「ｃ」となっていますが、未了の駅は１駅だけであることに留意が必要で
　す。
→以上を踏まえ、評価は「Ｂ」とします。

ＭＩＮＡＴＯビジョン
策定に向けた

今後の政策の方向性

3,321,722 6,389,426 2,327,795

課題と今後の方向性

・地域主体のまちづくりの認知度を向上し、更に推進するため、刷新したま
　ちづくり条例のパンフレットを活用し、まちづくり組織の増加やコンサル
　タント派遣回数の増加に努めます。
・SNS媒体の活用などにより多くの世代に良好な景観の周知、共有化、意識
　向上などを図り、魅力あるまちづくりを推進します。

６　政策を取り巻く社会経済情勢等

計画期間中の社会経済
状況等の変化

区民ニーズ等

７　所管課による評価【一次評価】

政策の達成状況

・施策①「まちの将来像の実現」については、計画目標を達成しています。
・施策④「地域特性を生かした魅力ある街並み景観の形成」については申請
　の電子化により、応募件数や協議件数が増加しており、計画目標を達成す
　る見込みです。
・６つの全ての施策について、計画目標を相当程度達成できる見込みである
　ことから、政策全体としては良好に進んでいます。

達成状況の要因

-

５　予算額・決算額・執行率（単位：千円）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

予算額

流用・補正 468,932 △86,189 -

決算額 3,720,272 6,213,174 -

都市部への人口集中や再開発の進展により、まちの更新が進む一方、地域コ
ミュニティの形成や維持がより重要となっています。
また、働き方やライフスタイルの多様化、高齢化の進行により、地域における
支え合いや、誰もが安心して居住できる環境整備へのニーズが高まっていま
す。

・社会経済状況、人口動向、財政状況、
　国や東京都等の動向など

地域のにぎわい創出や、身近な環境の維持管理への関心が高まっており、地域
主体によるまちづくりやアドプト活動への参加ニーズが見られます。また、良
好な景観形成や、安心して暮らせる居住環境、バリアフリー化に対する要望も
引き続き寄せられています。

・区民意識調査
・区民から寄せられた意見　など

・施策①「まちの将来像の実現」の取組については、近年の都市開発諸制度
　を活用した複数の開発事業のしゅん工に伴い、エリアマネジメント活動等
　を担う団体の登録が進み、登録団体が増加しています。
・施策③「事業者の環境への配慮とまちづくりへの貢献」の取組について
　は、権利者調整や設計等に時間を要し、計画目標値に達しない見込みで
　す。

・施策の有効性が高かった点
・施策の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点  など

・重点的に取り組むべき施策  など

・景観形成については「区民景観セレクション」の応募件数を主要指標とす
　るのではなく、景観の満足度を設定するなど、改善するべきです。
・その他の施策の成果指標は、全て仕組みとして環境改善を進めるために不
　可欠なものであり、向上を目指すべきです。

執行率   98.33% 98.57%
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１　成果指標の達成度

ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

37団体

成果指標①

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

39団体 32団体
「東京のしゃれた街並
みづくり推進条例」の
まちづくり登録団体数

19団体

施策No ① 施策名 まちの将来像の実現

施策評価シート

政策No 1 政策名 多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつくる

目標・期待
する成果

区民、事業者、行政などの多様な主体が「港区まちづくりマスタープラン」などに示
すまちの将来像やまちづくりの方針を共有し、互いに協働・連携して主体的にまちづ
くりに取り組むことで、将来都市像である「うるおいある国際生活都市」の実現をめ
ざします。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 都市計画課 関係課

達成度 当該年度の取組と成果

31団体27団体

課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 a

都市開発諸制度などを活用した複数
の開発事業のしゅん工を背景に、ま
ちづくり登録団体数は、令和５年度
の中間実績から４地区増加しまし
た。

今後も、複数の開発事業のしゅん工
を背景にまちづくり登録団体が増加
することが見込まれます。この機会
を捉え、地域主体のまちづくりを推
進することで、地域のにぎわいを創
出します。

令和７年度 a

都市開発諸制度などを活用した複数
の開発事業のしゅん工を背景に、ま
ちづくり登録団体数は、令和６年度
から６団体増加しました。

今後も、複数の開発事業のしゅん工
を背景に、まちづくり登録団体が増
可することが見込まれます。この機
会を捉え、地域主体のまちづくりを
推進することで、地域のにぎわいを
創出します。

令和８年度 a

令和８年度も都市開発諸制度を活用
した開発事業のしゅん工が見込まれ
ることから、まちづくり登録団体数
は増加する見込みです。
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ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

２　施策評価

Ａ：計画目標を達成できる（成果指標（平均）の達成度100％以上）
Ｂ：計画目標を相当程度達成できる（成果指標（平均）の達成度70％以上100％未満）
Ｃ：計画目標を達成できない（成果指標（平均）の達成度70％未満）

55地区 50地区
まちの目標や方針を定
める地区計画を決定す
る地区数

46地区 49地区 52地区 52地区

成果指標②

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 a

令和６年６月４日から２週間の案の
縦覧後、港区都市計画審議会の答申
を受け、令和６年10月10日に環状第
四号線沿道高輪地区地区計画を決定
しました。そのほか、田町駅西口駅
前地区地区計画、六本木五丁目西地
区地区計画を決定しました。

都市計画決定後、事業の深度化等に
よる街づくりの方向性等を見直す必
要があります。引き続き、新たな都
市計画決定とともに、既存都市計画
について適正に都市計画手続を進め
ます。

令和７年度 a

令和７年９月22日から２週間の案の
縦覧後、東京圏国家戦略特別区域会
議において認定を受け、令和７年12
月22日に品川駅西口地区地区計画及
び田町駅東口地区地区計画の変更が
されました。

引き続き、都市計画決定後、事業の
深度化等による街づくりの方向性の
見直しなど、新たな都市計画決定と
ともに、既存都市計画について適正
に都市計画手続を進めます。

令和８年度 a

令和８年９月に２週間の案の縦覧
後、令和８年12月及び令和９年３月
にに霞ヶ関・虎ノ門地区地区計画及
び赤坂溜池地区地区計画、白金高輪
駅前東地区地区計画を決定する見込
みです。

ＭＩＮＡＴＯビジョン
策定に向けた課題と

今後の方向性

開発事業の進展や丁寧な都市計画手続を通じて、地域の特性を踏まえたまちづ
くりが着実に進んでいます。今後は、ソフト面のまちづくりも含めたエリア全
体としての連携や取組の広がりが求められることから、引き続き、まちづくり
マスタープランに示すまちの将来像の実現に向け、ハード・ソフトの両面から
一体的で計画的なまちづくりを適切に誘導します。

評価 Ａ：計画目標を達成できる

施策の達成状況

・まちづくり登録団体数は、年々増加傾向にあり、区内各地において
　地域主体による取組が進展し、にぎわいの創出等を通じて、地域の
　魅力や価値の向上が図られています。
・地区計画の決定地区数は、令和７年度は横ばいとなったものの、こ
　れまでの数年間にわたり地域特性を踏まえた地区計画の策定・決定
　に取り組み、これにより計画的なまちづくりが図られています。

達成状況の要因
・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点  など

・まちづくり登録団体は、近年の都市開発諸制度を活用した複数の開
　発事業がしゅん工したことに伴い、エリアマネジメント活動等を担
　う団体の登録が進み、登録団体数の増加につながりました。
・地区計画の決定地区数は、事業内容の深度化や地域調整の必要性を
　踏まえつつ、丁寧かつ着実に都市計画手続を進めてきたことによ
　り、計画目標値を達成しました。
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１　成果指標の達成度

ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

236回

成果指標①

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

246回 268回

まちづくり組織からの
申請によりまちづくり
コンサルタントを派遣
する回数

189回

施策No ② 施策名 地域主体のまちづくりの推進

施策評価シート

政策No 1 政策名
多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつく
る

目標・期待
する成果

地域の住民、企業、町会・自治会など多様な主体の参画と協働により、地域自らの発
意と合意に基づいた「地域主体のまちづくり」を区が支援・誘導することで、地域の
特性を生かした誰もが魅力的と思えるまちの実現をめざします。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 都市計画課 関係課 土木課

達成度 当該年度の取組と成果

227回217回

課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 b

令和６年度からまちづくりコンサル
タント派遣申請を電子化し、申請し
やすい環境を整備しました。まちづ
くり組織からの申請による派遣回数
は令和６年度は10回ありましたが、
目標値には達していません。

広報紙やＳＮＳなどで区民主体のま
ちづくりについて広く周知すること
で、まちづくり組織以外からの申請
は増えています。まちづくり組織か
らの申請が増えるよう、各総合支所
まちづくり課と連携し、区の支援に
ついて積極的に周知します。

令和７年度 b

まちづくり組織からの申請による派
遣回数は令和７年度は９回ありまし
たが、目標値には達していません。
地域主体のまちづくりやコンサルタ
ント派遣を周知するため、令和７年
度末にまちづくり条例のパンフレッ
トをわかりやすく刷新しました。

地域主体のまちづくりの認知度を向
上させ、更に推進するため、令和７
年度末に刷新したまちづくり条例の
パンフレットを活用し、まちづくり
組織の増加やコンサルタント派遣回
数の増加に努めます。

令和８年度 b

刷新したパンフレットを用いて、こ
れまで以上に地域主体のまちづくり
やコンサルタント派遣について周知
します。
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ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

２　施策評価

Ａ：計画目標を達成できる（成果指標（平均）の達成度100％以上）
Ｂ：計画目標を相当程度達成できる（成果指標（平均）の達成度70％以上100％未満）
Ｃ：計画目標を達成できない（成果指標（平均）の達成度70％未満）

175団体 151団体
アドプト制度を実施す
るための協定を結んで
いる活動団体数

144団体 147団体 154団体 165団体

成果指標②

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 a

令和６年度は14団体が新規登録し、
７団体が解除となり、活動団体数は
７団体増えました。道路や公園の清
掃、植栽管理などのアドプト活動が
積極的に行われました。

新規登録団体が増加し、地域主体の
まちづくりが推進されています。活
動継続が難しく登録解除となる団体
もありましたが、登録団体数は既に
計画目標値を超えました。引き続
き、活動が継続されるよう支援しま
す。

令和７年度 a

令和７年度は15団体が新規登録し、
４団体が解除となり、活動団体数は
11団体増えました。道路や公園の清
掃、植栽管理などのアドプト活動が
積極的に行われました。

新規登録団体が増加し、地域主体の
まちづくりが推進されています。活
動継続が難しく登録解除となる団体
もありましたが、登録団体数は既に
計画目標値を超えています。引き続
き、活動が継続されるよう支援しま
す。

令和８年度 a
このペースでの推移を維持できるよ
う、引き続き、地域主体のまちづく
りを推進します。

ＭＩＮＡＴＯビジョン
策定に向けた課題と

今後の方向性

まちづくりを進めるためには、様々な主体が連携して取り組むことが必
要です。しかし、地域が、どのように取り組んでよいか分からないと
いったケースも多くあるため、安心してまちづくりに取り組めるよう、
区はこれからも積極的に支援します。

評価 Ａ：計画目標を達成できる

施策の達成状況

・まちづくり組織からの申請によるまちづくりコンサルタントを派遣
　する回数については、今の推移を考慮すると、計画目標値は達成で
　きませんが、相当程度は達成できます。
・アドプト制度の締結活動団体数は、計画目標値を既に達成していま
　す。
・上記より、施策評価はＡとしました。

達成状況の要因

・区の地域主体のまちづくりを推進していく姿勢や、アドプト団体を
　表彰する制度（景観まちづくり賞特別賞）がアドプト活動団体数の
　目標値達成につながっています。
・まちづくりコンサルタント派遣回数は、制度の理解や周知が足りて
　いないことが推測されるため、Ｒ７年度末にパンフレットをわかり
　やすく刷新しました。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点  など
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１　成果指標の達成度

ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

令和７年度 a
令和７年度は、令和８年度の目標達
成に向け、開発事業者と事前調整し
ました。

良好な居住環境の形成を図るため、
引き続き開発事業者に対し、良質な
住宅と公園・広場などに配慮したま
ちづくりを適切に誘導します。

令和８年度 c

成果指標に見込んでいた２地区につ
いて、権利者調整や設計等に時間を
要し、計画決定に至らない見込みで
す。引き続き、開発事業者に対し、
良質な住宅と公園・広場などに配慮
したまちづくりを適切に誘導しま
す。

令和６年度 a
開発事業者に対し良質な住宅と駅ま
ち広場などの整備を誘導した結果、
１地区増加しました。

良好な居住環境の形成を図るため、
引き続き開発事業者に対し、良質な
住宅と公園・広場などに配慮したま
ちづくりを適切に誘導します。

開発事業によって良質
な住宅と公園・広場な
どを整備する地区数

35地区 36地区 37地区 37地区 38地区 40地区

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

成果指標①

指標の推移

目標・期待
する成果

まちの特性や課題を踏まえ、大規模な開発に際しては区民の生活環境への配慮ととも
に、地域に貢献する公共公益施設や生活に便利な施設の整備など、良好な居住環境の
形成を図るために、開発事業者に対し計画段階からの適切な指導・誘導を推進しま
す。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 街づくり推進担当 関係課
環境課、マンション総合調整担
当

施策No ③ 施策名 事業者の環境への配慮とまちづくりへの貢献

施策評価シート

政策No 1 政策名
多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつく
る
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ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

２　施策評価

Ａ：計画目標を達成できる（成果指標（平均）の達成度100％以上）
Ｂ：計画目標を相当程度達成できる（成果指標（平均）の達成度70％以上100％未満）
Ｃ：計画目標を達成できない（成果指標（平均）の達成度70％未満）

ＭＩＮＡＴＯビジョン
策定に向けた課題と

今後の方向性

地域に貢献する公園や広場などの公共公益施設や、スーパーなどの生活
に便利な施設の整備など、良好な住居環境の形成を図るために、開発事
業者に対し計画段階から適切に指導・誘導します。

評価 Ｂ：計画目標を相当程度達成できる

施策の達成状況

・良質な住宅と公園・広場の整備の誘導に取り組みましたが、目標に
　掲げる地区数は達成できませんでした。
・生活利便施設等の設置の誘導に積極的に取り組み、目標に掲げる設
　置件数を達成できました。
・成果指標①は計画目標値を達成できませんが、成果指標②は達成す
　る見込みのため総合評価はＢとしました。

達成状況の要因
・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点  など

・成果指標①は、各地区の権利者調整や設計等に時間を要し、計画目
　標値に達しない見込みです。
・成果指標②は、計画初期段階から十分な説明・協議を実施すること
　で、大きな成果が得られました。

令和７年度 a

区が開発事業者に対し、地域に必要
とされる生活利便施設等の整備を求
めた結果、開発事業者と69件の生活
利便施設等の整備の協議が成立しま
した。

引き続き、地域に必要とされる生活
利便施設等の設置に向け、関係各課
と協力しながら、開発事業者と協議
します。

令和８年度 a

開発事業者に対し、地域に必要とさ
れる生活便利施設等を整備するよう
計画初期段階から十分な説明・協議
を実施し、生活利便施設等の設置を
誘導します。

1,665件

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 a

区が開発事業者に対し、地域に必要
とされる生活利便施設等の整備を求
めた結果、開発事業者と88件の生活
利便施設等の整備について協議が成
立しました。

引き続き、地域に必要とされる生活
利便施設等の設置に向け、関係各課
と協力しながら、開発事業者と協議
します。

令和８年度

生活利便施設等の設置
件数

1,315件 1,517件 1,605件 1,674件 1,732件

成果指標②

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
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１　成果指標の達成度

ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

1,006件

成果指標①

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

1,156件 933件
「区民景観セレクショ
ン」への応募件数

333件

施策No ④ 施策名 地域特性を生かした魅力のある街並み景観の形成

施策評価シート

政策No 1 政策名
多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつく
る

目標・期待
する成果

港区景観計画に基づき、建築計画等の事前協議制度や景観表彰制度を活用すること
で、港区特有の文化的・歴史的資源を生かした良好な景観を形成し、区民・事業者な
どの景観への意識の向上を図るとともに、魅力ある景観を発見、創出し、周知を推進
します。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 都市計画課 関係課
芝浦港南地区総合支所まちづく
り課、土木課、開発指導課

達成度 当該年度の取組と成果

860件723件

課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 a

令和５年度の応募件数より微減した
ものの、公募を十分に周知すること
で、計画目標値に向けて十分な件数
である137件/年の応募がありまし
た。

引き続き、複数のSNS媒体の活用な
どにより、多くの世代に本事業の認
知度を高めることで、良好な景観の
周知、共有化、意識向上などを図
り、魅力あるまちづくりを推進しま
す。

令和７年度 a

令和６年度から引き続き、公募を十
分に周知することで、計画目標値に
向けて十分な件数である146件/年の
応募があり、前年度の応募件数より
増加しました。

電子申請による応募の簡素化や複数
のSNS媒体の活用などにより、多く
の世代に本事業の認知度を高めるこ
とで、良好な景観の周知、共有化、
意識向上などを図り、魅力あるまち
づくりを推進します。

令和８年度 a

令和７年度の実績値を踏まえ、計画
目標値は確実に達成する見込みで
す。なお、令和８年度の見込件数を
150件/年と設定することから、更な
る応募件数の確保を目指します。
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ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

２　施策評価

Ａ：計画目標を達成できる（成果指標（平均）の達成度100％以上）
Ｂ：計画目標を相当程度達成できる（成果指標（平均）の達成度70％以上100％未満）
Ｃ：計画目標を達成できない（成果指標（平均）の達成度70％未満）

7,953件 7,757件
「港区景観条例」に基
づく事前協議の件数

3,128件 5,456件 6,292件 7,213件

成果指標②

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 a
LoGoフォームを活用した電子申請を
導入したことで手続を容易にしまし
た。

増加傾向にあるサイネージのデジタ
ルコンテンツは協議の対象外である
ため、件数が減少する可能性もあり
ますが、引き続き、令和６年度と同
等の成果が得られるよう景観誘導を
進めます。

令和７年度 a

建築物の新築や屋外広告物の許可申
請等の機会を捉え、建築主等と事前
に協議しました。前年度よりも協議
件数が増加しました。

引き続き、過年度と同等の成果が得
られるよう景観誘導を進めます。

令和８年度 a

建築物の新築や屋外広告物の許可申
請等の機会を捉え、建築主等と事前
に協議します。過年度の協議件数の
推移より、目標値を達成する見込み
です。

ＭＩＮＡＴＯビジョン
策定に向けた課題と

今後の方向性

・区民景観セレクションは、令和５年度に作成したリーフレット、公
　開したショートムービーのより効果的な活用等を検討します。
・港区景観条例に基づく事前協議は、引き続き、建築物の新築や屋外
　広告物の許可申請等の機会を捉え、建築主等と事前に協議します。

評価 Ａ：計画目標を達成できる

施策の達成状況

・区民景観セレクションへの応募件数は、計画目標値933件の目標を
　達成しました。
・施策の評価は、成果指標①及び②ともに計画目標値を達成する見込
　みのため、Ａとしました。

達成状況の要因

・成果指標「区民景観セレクション」の募集に当たっては、ポスタ
　ー、チラシ、区HP、広報みなと、Ｘによる周知のほか、電子申請
　による応募の簡素化により、応募件数の増加に努めています。
・港区景観条例に基づく事前協議については、屋外広告物の申請に当
　たりLoGoフォームを活用した電子申請を導入するなど、手続の円滑
　化を図ったことが、協議件数の増加の要因となったと考えます。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点  など
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１　成果指標の達成度

ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

令和７年度 a

マンション関係法の改正についてセ
ミナーを実施するとともに、法改正
のパンフレット等をマンション管理
組合へ郵送し、制度の利用を促した
ことにより、件数が増加しました。

マンション管理計画認定制度の運
用・周知と併せて、港区マンション
管理適正化推進計画に基づく専門家
派遣制度を周知することで、管理組
合による自主的な適正管理を支援し
ます。

令和８年度 a

マンション再生の手引きと併せて、
港区マンション管理適正化推進計画
に基づく専門家派遣制度を周知する
ことで、管理組合による再生に向け
た検討及び適正管理を支援します。

令和６年度 a

窓口来庁者、すまいの専門相談の利
用者への案内に加え、すまいのハン
ドブックを配布し制度の利用を促し
たことにより、件数が増加しまし
た。

マンション管理計画認定制度の運
用・周知と併せて、港区マンション
管理適正化推進計画に基づく専門家
派遣制度を周知することで、管理組
合による自主的な適正管理を支援し
ます。

マンション管理組合へ
の管理アドバイザー及
び建替え・改修支援コ
ンサルタントの派遣件
数

8件/年 20件/年 25件/年 34件/年 34件/年 34件/年

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

成果指標①

指標の推移

目標・期待
する成果

区民の約9割が居住する共同住宅については、居住者が安心して住み続けられるよう
適正な維持管理を促すとともに、防災や省エネ対策などにより社会的機能を高めるこ
とで、良質な住まいと住環境の形成を促進します。様々な理由により住宅に困窮する
区民が、住み慣れた地域に安心して暮らせる住宅を確保できるよう、住宅セーフティ
ネットの構築を促進します。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 住宅課 関係課 マンション総合調整担当

施策No ⑤ 施策名 快適な都心居住の実現

施策評価シート

政策No 1 政策名
多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつく
る
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ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

２　施策評価

Ａ：計画目標を達成できる（成果指標（平均）の達成度100％以上）
Ｂ：計画目標を相当程度達成できる（成果指標（平均）の達成度70％以上100％未満）
Ｃ：計画目標を達成できない（成果指標（平均）の達成度70％未満）

ＭＩＮＡＴＯビジョン
策定に向けた課題と

今後の方向性

・マンション再生の手引きを活用して、マンション管理組合に対して
　専門家の派遣制度の活用を促します。
・高齢者向け賃貸住宅の需要を踏まえ、住宅確保要配慮者が、区内に
　安心して住み続けられるよう、中堅所得者向けの区民向け住宅を活
　用し、更なる住宅セーフティネットの構築を検討します。

評価 Ｂ：計画目標を相当程度達成できる

施策の達成状況

・成果指標①は、令和７年度は積極的に制度の案内チラシを配布した
　ことで目標を達成することができ、また、マンション関係法改正に
　伴い申請が増加傾向にあるため計画目標値を達成する見込みです。
・成果指標②は、想定を上回る応募があったため、目標を達成するこ
　とができませんでした。

達成状況の要因

・成果指標①は、マンション関係法改正に伴い管理規約の改正が必要
　となるなど、申請が増加傾向にあったことから、大きな成果が得ら
　れました。
・成果指標②は、募集可能な住戸数が限られていたことから、目標の
　達成には至りませんでした。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点  など

令和７年度 b
高齢型住戸の空きが出た住戸（２
戸）について、募集を行ったところ
応募倍率は９．０倍でした。

応募動向から引き続き一定の需要が
見込まれる状況にあることを踏ま
え、更なる区民向け住宅の活用につ
いて、検討を進めていきます。

令和８年度 c

高齢型住戸の空き室が出た際には、
迅速な募集に努めるとともに、募集
に向けた準備や周知を着実に行いま
す。

3.0倍

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 b
高齢型住戸の整備戸数を２戸増や
し、新たに募集したところ、応募倍
率は、８．５倍でした。

区内において、高齢者に向けた賃貸
住宅の需要が一定程度あることが確
認できたため、更なる活用や管理・
運営の在り方について検証します。

令和８年度

中堅所得者向け住宅を
活用した高齢型住戸の
平均応募倍率

12.5倍 6.3倍 8.5倍 9.0倍 6.0倍

成果指標②

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度
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１　成果指標の達成度

ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

99%

成果指標①

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

99% 100%
駅のエレベーター・エ
スカレーターの整備率

98%

施策No ⑥ 施策名 誰にでもやさしいバリアフリーのまちづくり

施策評価シート

政策No 1 政策名 多様な人びとがともに支え合う魅力的な都心生活の舞台をつくる

目標・期待
する成果

「港区バリアフリー基本構想」に示す、誰もが安全･安心かつ円滑に移動でき、いきい
きと元気に暮らせる都市空間を形成するとともに、お互いを尊重し、ともに支え合う
社会の実現をめざします。

ＳＤＧｓの
ゴールとの
関係

施策担当課 地域交通課 関係課 障害者福祉課

達成度 当該年度の取組と成果

99%99%

課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 b

港区バリアフリー基本構想推進協議
会を通じて、駅のエレベーター及び
エスカレーターの整備について、各
事業の進捗を管理しました。また、
未整備のエスカレーターについて、
事業者に早期設置を働きかけまし
た。

整備が必要な箇所は概ね完了してい
ますが、一部の駅でエレベーターが
未整備のため、鉄道事業者に早期整
備に向けた協力を依頼します。

令和７年度 b

引き続き、推進協議会を通じて各事
業の進捗を管理するとともに、未整
備のエスカレーターについて早期設
置を働きかけました。

東京メトロ銀座線・青山一丁目駅に
おいてエスカレーターが未整備と
なっています。事業者に対して早期
整備に向けた協力を依頼します。

令和８年度 c

青山一丁目駅以外の駅については、
全て整備を完了しています。東京メ
トロに対して、青山一丁目駅におけ
るエスカレーター整備の意向や、整
備に向けた課題、スケジュールなど
を聞き取り、早期整備率目標達成に
向けて働きかけます。
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ａ：計画目標値を達成できる（達成度100％以上）　ｂ：計画目標値を相当程度達成できる（達成度70％以上100％未満）
ｃ：計画目標値を達成できない（達成度70％未満）

２　施策評価

Ａ：計画目標を達成できる（成果指標（平均）の達成度100％以上）
Ｂ：計画目標を相当程度達成できる（成果指標（平均）の達成度70％以上100％未満）
Ｃ：計画目標を達成できない（成果指標（平均）の達成度70％未満）

91% 90%
駅のホームドアの整備
率

83% 89% 89% 89%

成果指標②

指標の推移

計画目標値当初 中間 実績値（令和８年度は見込み）

令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

達成度 当該年度の取組と成果 課題と今後の方向性
（未達成の場合は原因分析を含む）

令和６年度 a

港区バリアフリー基本構想推進協議
会を通じて、駅のホームドアの整備
について、各事業の進捗を管理しま
した。また、各鉄道事業者に対して
ホームドアの早期設置を働きかけま
した。

ＪＲ東日本では京浜東北線、東海道
本線、横須賀線において令和13年度
までを目途に設置予定、京急品川駅
では大規模改修工事に併せて設置予
定です。引き続き、鉄道事業者に対
して早期整備に向けた協力を依頼し
ます。

令和７年度 b

引き続き、推進協議会を通じて各事
業の進捗を管理するとともに、未整
備のホームドアについて早期設置を
働きかけました。

区内では、残り４駅７路線が未設置
であることから、今後も推進協議会
等を通じて、鉄道事業者に対して早
期設置に向けた働きかけを継続しま
す。

令和８年度 a

推進協議会を通じて、各鉄道事業者
に対してホームドアの早期設置を働
きかけます。
なお、令和８年度は、ＪＲ東日本京
浜東北線・浜松町駅ホームにおいて
ホームドアが設置される予定です。

ＭＩＮＡＴＯビジョン
策定に向けた課題と

今後の方向性

・現在、ほぼ全ての駅でエレベーター等を利用したバリアフリールー
　トが１ルート以上確保されていますが、港区バリアフリー基本構想
　では複数ルートの確保を検討することを求めています。
・今後、複数ルートの早期確保を目指して、推進協議会を通じて鉄道
　事業者と協議します。

評価 Ｂ：計画目標を相当程度達成できる

施策の達成状況

・駅のエレベーター・エスカレーターは、令和８年度末時点で計画目
　標値の達成まで１箇所が残る見込みです。
・駅のホームドアについては、令和８年度末で計画目標値を達成する
　見込みです。

達成状況の要因
・成果指標①及び②とも、港区バリアフリー基本構想における特定事
　業計画に位置付け、鉄道事業者の進捗管理を行うとともに、推進協
　議会において情報共有や働きかけたことにより、計画目標値を達成
　もしくは相当程度達成することができました。

・取組の有効性が高かった点
・取組の有効性が低かった点
・外部要因の影響を受けた点  など
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